
　広報うき号外を発行しました。生活再建に向けた大切な情報などをお届
けします。各世帯に配布するほか、各避難所にも配布しています。これら
の情報は市公式ホームページや市情報メールなどで随時お知らせしていま
す。広域避難している人など、この広報紙が届かない可能性のある人をご
存じでしたら、周知いただきますようお願いいたします。
　なお、次号の広報うき（定期版）は 8 月１日（月）発行予定です。

【号外】全戸配布版　第４報

平成２８年７月１５日発行

損壊家屋の解体撤去補助の最終受け付けを始めます　
　迅速な復興を図るための特例措置として、損壊家屋

（住家・非住家）の解体を補助します。

６月２０日以降に市による解体を希望せず自主解
体する場合
対象　早急に解体しないと危険な場合に限りま
す。

豪雨被害の手続きの流れ

　住居が被災したことや被害の程度を、市が
証明する書類です。
申請場所
市役所新館および各支所総合窓口課
受付時間　平日  午前９時～午後４時
※申請受付後、職員が被害現場を確認する場
合があります。ご協力をお願いします。その
後、受取通知を送付します。
手続きに必要なもの　
印鑑 ( 認め印可 )、身分証明書 ( 運転免許証
など )、罹災状況の分かる写真 ( できる限り
現像してきてください )、委任状（本人また
は同一世帯の家族以外の人が申請する場合）
お問い合わせ　
税務課　☎３２－１４８７

災害見舞金

申請場所　
社会福祉課、各支所総合窓口課
時間
平日  午前８時３０分～午後５時１５分
手続きに必要なもの
罹災証明書（水害）、印鑑、
預金通帳の写し

被害状況と見舞金額

※他の法令で適用を受ける場合は見舞金を受ける
ことができません。

罹災証明書（水害）

お問い合わせ　
社会福祉課　☎３２－１３８７

　「被災したことの申請」を証明する書類で
す。罹災の程度については判定しません。即
日発行します。
申請場所　
市役所新館および各支所総合窓口課
受付時間　平日  午前９時～午後４時
手続きに必要なもの　
印鑑 ( 認め印可 )、身分証明書 ( 運転免許証
など )、罹災状況の分かる写真 ( できる限り
現像してきてください )、委任状（本人また
は同一世帯の家族以外の人が申請する場合）
お問い合わせ　
税務課　☎３２－１４８７

住居に被害を受けた 住居以外（自動車、家財など）
に被害を受けた

罹災届出証明書

　非住家家屋の申請には、次の書類をそろえてお
く必要があります。申請期限にご注意ください。
・「罹災届出証明書」
・「市税減免申請書」（課税物件）
・「非課税建物の罹災状況の判定依頼」（非課税物件）
申請場所　税務課
時間　平日午前８時３０分～午後５時１５分

　ふき替えを伴わない少量の瓦については、罹災判定に関わらず受け付けします。
受付期間　７月２０日（水）～３０日（土）日曜除く
　　　　　午前９時～正午、午後１時～４時
受付場所　衛生環境課窓口　※搬入場所は受付時にお知らせします。
手続きに必要なもの　罹災証明書もしくは罹災届出証明書、印鑑 ( 認め印可 )、
　　　　　　　　　　身分証明書、搬入量の分かる写真

住家の瓦の処分を受け付けます
お問い合わせ　
衛生環境課　
☎３２－１５９８　

期間　８月１日（月）～３１日（水）　
　　　平日  午前９時～午後４時

住家　 半壊以上
非住家　市の判定で半壊以上かつ市が生活環境保全
上必要と判断したもの
※現地確認、書類審査を行います。全てが補助対象
となるわけではありませんのでご了承ください。
手続きに必要なもの
申請書類一式、身分証明書、実印
※詳しくはお尋ねください。

対象

申請期限　７月２９日（金）

申請期限　７月２９日（金）

６月２０日以前に業者と契約、自主解体した場合
　解体補助対象物件の把握が必要ですので、最終
受付期間に書類がそろわない人は、８月３１日

（水）までに罹災証明書をご持参の上、衛生環境
課へ自主解体の現況届の提出をお願いします。届
け出がない場合、補助金算定ができませんので、
補助の対象とならない場合があります。

※８月から市による解体が始まる予定です。申請
期限以降は、市による解体のみの受け付けとなり
ます。
※自主解体の受付をせずに解体したものは、補助
の対象となりませんのでご注意ください。

農家倉庫　農政課　☎３２－１６４１
中小企業（商店）　
商工観光課　☎３２－１６０４
住家・その他（窓口：市役所新館）
衛生環境課　☎３２－１５９８
空き家（窓口：市役所新館）　
空き家担当班　☎３２－１１１１

担当窓口・お問い合わせ

　民間の保険請求や雇用先などで必要な場合に
ご利用ください。

申請前にご確認を

が申請できますが申請できます

が申請できます



災害障害見舞金の申請ができます
お問い合わせ　
社会福祉課　
☎３２－１３８７　

　熊本地震により、重度の障がいを受けた人に災害障害見舞金を支給します
支給金額　生計維持者　２５０万円　　その他の者　１２５万円
申請場所　市役所新館第４会議室
時間　平日午前９時～午後４時
手続きに必要なもの　
 ・  災害障害見舞金支給調査票　※申請場所に備え付けています。
 ・  印鑑 ( 認め印可 )
 ・  振込口座の通帳の写し（金融機関名、取引店名、口座番号が印字されたページ）
その他状況に応じて必要なもの

災害弔慰金の申請ができます
お問い合わせ　
社会福祉課　
☎３２－１３８７　

　熊本地震によりお亡くなりになった（関連死も含む）とき、その遺族に対して災害弔慰金を支給します。
受給遺族　配偶者、子、父母、孫、祖父母、同一世帯・同一生計の兄弟姉妹
支給金額　生計維持者が死亡した場合　５００万円
　　　　　その他の人が死亡した場合　２５０万円 
申請場所　市役所新館第４会議室
時間　平日午前９時～午後４時
手続きに必要なもの
 ・  災害弔慰金支給調査票兼受領申出書　※申請場所に備え付けています。
 ・  死亡診断書（死体検案書）などの写し
 ・  受領する人の身分証明書の写し
　（運転免許証などの写真付きは１点、健康保険証、年金証書などの写真なしは２点）
 ・  振込口座の通帳の写し（金融機関名、取引店名、口座番号が印字されたページ）
 ・  印鑑 ( 認め印可 )
上記に加えて状況に応じて必要な書類

制度の一部変更をお知らせします
お問い合わせ　
社会福祉課　
☎３２－１３８７　

　当初、罹災証明の２次申請については、「被災
者生活再建支援金および義援金の申請をした人は
罹災証明の２次申請はできない」としていました
が、上記の申請をした人も２次申請ができるよう
に変更になりました。
　該当する場合で、２次申請をご希望の場合は、
既に発行した罹災証明書をご持参の上、申請して
ください。
申請場所　市役所新館
時間　平日午前９時～午後４時

　被災者生活再建支援金の加算部分の「補修」につい
ては、「構造耐力上主要な部分の工事を伴うもの」と
なっていましたが、瓦や壁の修理なども対象に加わり
ました。
　該当する場合は申請をお願いします。
申請場所　市役所新館第４会議室
時間　平日午前９時～午後４時
手続きに必要なもの　
罹災証明書、世帯主の預金通帳またはキャッシュカー
ド、工事の契約書（工事内容の明細、図面などが必要
となる場合があります）

生活福祉資金　福祉費（住宅補修費・災害
援護費）の特例貸付があります

お問い合わせ　
市社会福祉協議会　
☎３２－１３１６　

対象者　低所得者世帯や障がい者世帯、高齢者世帯
（日常生活上療育または介護を要する高齢者が属す

る世帯）
※他の貸付制度を利用できる人は対象とならない場
合があります。
貸付限度額 

申請場所　市社会福祉協議会（不知火支所２階）
時間　平日午前９時～午後４時
※事前に電話でお問い合わせください。
据置期間　貸付の日から２年以内 
償還期間　据置期間終了後２０年以内 
連帯保証人　原則として 1 人必要
貸付利子　無利子（連帯保証人ありの場合）
※連帯保証人なしの場合は１．５％
手続きに必要なもの　
住民票謄本（全部記載）、所得証明書、課税証明書、
罹災証明書、見積書など
※資金の使途により提出書類が変わります。

罹災証明の２次申請 被災者生活再建支援金制度

住まいの確保に向けて
　地震による当面の住まいの確保について、災害救助法が弾力運用されることになりました。詳しいことに
ついては国や県で調整中のため、決定次第あらためてお知らせします。

新たに加えられる対象
　住家が半壊以上で、居住可能なスペースを確保
するため修理などを行う納屋・倉庫など
※未精算の案件のみが対象になります。
お問い合わせ
都市整備課　☎３２－１６９４

応急修理制度

速報

応急仮設住宅制度

～「災害救助法」が弾力運用されます

新たに加えられる対象
　住家が半壊以上のため、住家と同じ敷地内に設
置し居住するユニットハウス、コンテナハウス
※生業上の理由により自宅を離れることができな
い場合などに限られます。
お問い合わせ
高齢介護課　☎３２－１４０６

　地震で被災された世帯に、災害を受けたことで一時的に必要となる経費について、償還期間 ( 返済期間 )
などを特例的に延長して貸し付けます。


